
提出書類一覧　【継続認定用（特別認定に変更する・扶養手当が認定されない者)】

公的年金
（企業年金含む）
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等
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等
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定
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3
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収
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告
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等
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写
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出
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が
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て
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・
確
定
申
告
書
の
写
し

（
１
～

３
表
・
所
得

の
内
訳
書
・
明
細
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等
含
む
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※
提
出
日
が
記
載
さ
れ
て
い
る
も
の

・
年
間
取
引
報
告
書
の
写
し

・
配
当
金
の
通
知
書
の
写
し

扶
養
協
議
書

住
民
票
が
国
内
に
な
い
場
合
は

、

渡
航
理
由
が
わ
か
る
書
類
の
写
し

※１ ※２ ※３ ※４ ※５ ※７ ※８

事実発生日
給付様式
第2-1-1号

給付様式
第2-4号

原本
支払証明書は

給付様式第2-6号
給付様式
第2-7号

扶養手当の認定要件を
欠くに至った日

扶養手当の認定要件を
欠くに至った日

扶養手当の認定要件を
欠くに至った日

扶養手当の認定要件を
欠くに至った日

扶養手当の認定要件を
欠くに至った日

扶養手当の認定要件を
欠くに至った日

※６

※５ 扶養理由申立書の申立欄に交通費を含め、収入の限度額内で働く見込みであることを記載してください。給与収入以外がある場合や雇用契約書から年間収入が算出できない場合等は対象外になります。

その他

左
記
の
書
類
以
外
で
継
続
認
定
に
必
要
な
書
類

市
区
町
村
長
発
行
の
課
税
・
非
課
税
証
明
書

（
収
入
の
種
類
が
記
載
さ
れ
て
い
る
も
の

）

　
※
３
か
月
以
内
に
発
行
さ
れ
た
も
の

　
※
義
務
教
育
終
了
前
は
提
出
不
要

扶
養
理
由
申
立
書

生計維持確認

雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証

（
両
面

）
の
写
し

被
扶
養
者
申
告
書
【
認
定
用

】

給与・報酬等の
勤労収入がある

収入確認

事業・資産
・株の譲渡、配当
等の収入がある

その他の事実により扶養手当の認定要件は欠いたが、
被扶養者としての要件を備える者

○

認定の種類 被扶養者の要件を引き続き備える者

障害年金が決定している者（併給調整等により支給停止の者を含む）または60歳
以上の者で、総収入額が年額130万円（月額108,334円）を超えたが、年額180万
円（月額15万円）を超えない者

年度末までに22歳になり、扶養手当の認定が終了した者　　※９

４月～６月末日付けで組合員が、扶養手当が認定される任用形態（常勤職員、臨
時的任用職員、任期付職員等）から、扶養手当が認定されない任用形態（再任
用職員、会計年度任用職員等）になった場合　※９

一般認定から特別認定へ

19歳以上23歳未満（組合員の配偶者を除く）の者で、総収入額が年額130万円
（月額108,334円、日額3,612円）を超えたが、年額150万円（月額125,000円、日額
4,167円）を超えない者
＊年齢は、所得税法上の取り扱いに合わせて、その年の12月31日現在の年齢で
判定します。

７月～３月末日付けで組合員が、扶養手当が認定される任用形態（常勤職員、臨
時的任用職員、任期付職員等）から、扶養手当が認定されない任用形態（再任
用職員、会計年度任用職員等）になった場合

※９ ４月に継続認定の手続きを行わずに、検認時に遡って収入等の要件確認を行います。検認時に被扶養者の課税・非課税証明書と収入の確認書類（給与等の月々の支給明細書の写し、最新の年金決定・改定通知書の
　　 写し、確定申告書類の写し等）を提出していただきます。提出できない場合や収入超過していた場合は遡って取消しになりますので、就職や収入超過等が分かった場合は、検認を待たずに速やかに取消の手続きを
　　 行ってください。

※２ 収入の種類を確認します。海外居住のため課税・非課税証明書が発行されない場合は、除票された住民票または１月１日に国内にいないことがわかる書類（パスポート等）の写しが必要です。

※４ アルバイト等の収入がある場合は、認定日の直近３か月分の給与明細書の写しまたは給与等支払証明書（給付様式第2-6号）を提出してください。

※７ 他の扶養義務者については、「別紙被扶養者の扶養義務者について」をご確認ください。組合員の収入が他の扶養義務者の収入よりも少ない場合、その差額が収入の多い方の１割以内でなければ認定できません。
　　ただし、組合員の収入の方が少ないが、他の扶養義務者が被扶養者を認定できない場合は（先に取消されてしまった場合）、相手と生計維持関係がない旨等を「扶養協議書」に記入してください。
     離婚による扶養替えの場合は、 親権が分かる書類の写し（戸籍謄本、裁判所の親権が決定した通知等）でも代替できます。

★ （★）

※６ 前年の確定申告等の収入で判断します。収入から共済組合で必要経費と判断したものを控除した額が、収入要件以内でなければ認定できません。確定申告の必要経費とは異なります。
     詳細は共済事務の手引き(資格編)をご確認ください。

※８ 海外居住のため、住民票が国内にない場合および生活基盤が海外にある場合は認定できません。留学、海外赴任同行、ボランティア、海外での出生、婚姻等は国内居住要件の例外のため、認定対象になります。
　　 その場合は、渡航理由がわかる書類を提出してください。（ビザ、学生証、在学証明書、海外赴任辞令、ボランティア派遣期間の証明書、出生や婚姻等を証明する書類等。外国語で作成された書類の場合は
　　「日本語の翻訳文」が必要です。その際は、翻訳者の署名も必要です。）

※３ 年金証書のみしか発行されていない場合は（支給初年度など）、年金証書の写しを提出してください。障害年金や遺族年金等の非課税年金も含めた全ての年金の書類を提出してください。個人年金については、
　　 必要経費は控除しないため、必要経費控除前の金額がわかる通知書の写しが必要です。課税・非課税証明書に記載の年金額より多い金額となっていることを確認してください。（課税証明書の金額が多い場合、
　　 他に年金を受給されているいないかご確認ください。）

（★）
〇

検認時
★

検認時
★

検認時
★

検認時
★

検認時

※１ 県立学校の組合員は、学校事務センター経由で提出し扶養手当認定状況の証明を受けてください。県機関（県立学校を除く）の組合員は、庶務事務システムから出力した「扶養親族届」（扶養手当の取消
　　 が承認されたもの）を添付してください。

★★ ★ ★○ 〇 ★★ ★

提出書類

〇：必須

★：該当する場合のみ

（★）：提出書類で認定要件の確認ができない場合は、別途書類の提出を求める場合があり

ます。

被扶養者申告書と添付書類は、ホチキスで止めて提出してください。
追加書類を送付する場合は、被扶養者申告書の写しを表紙としてください。

事実発生日以降、速やかに手続きしてください。


